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第１ 政治資金規正法の目的 

 
 

政治資金規正法は、議会制民主政治の下における政党その他の政治団体の機能の重要

性及び公職の候補者の責務の重要性にかんがみ、政治団体及び公職の候補者により行わ

れる政治活動が国民の不断の監視と批判の下に行われるようにするため、①政治団体の

届出、②政治団体に係る政治資金の収支の公開、③政治団体及び公職の候補者に係る政

治資金の授受の規正、④その他の措置を講ずることにより、政治活動の公明と公正を確

保し、もって民主政治の健全な発達に寄与することを目的としています。 
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第２ 政治資金を規正する基本的考え方 

 
 

政治資金の規正については、大きく分けて、 
 
① 政治資金の収支の公開 

政治団体の収入、支出及び資産等を記載した収支報告書の提出を政治団体に義務付

け、これを公開することによって政治資金の収支の状況を国民の前に明らかにするこ

と。 
 
② 政治資金の授受の規正等 

政治活動に関する寄附について、対象者による制限や、量的、質的制限などを行う

こと。 
 
の２つがあり、具体的には、３ページの図のとおりとなっています。 
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※１ オンラインで提出された政党本部・政治資金団体・国会議員関係政治団体の収支

報告書の情報については、あわせて、データベースを用いた公表も行われます。（令

和 10 年４月１日までに開始） 

※２ 発行済株式の過半数を外国人・外国法人等が保有する日本法人のうち、上場会社

であってその発行する株式が証券取引所において５年以上継続して上場されてい

るもの（以下「特例上場日本法人」という。）等からの寄附を除く。 

※３ 街頭又は一般に公開される演説会若しくは集会の会場において政党又は政治資

金団体に対してする寄附で、その金額が 1,000 円以下のものを除く。 
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の

規

正

等

寄附者と寄附の対象

者による制限

寄附の量的制限等

寄附の質的制限

運用の制限

①収支報告書のインターネット利用による公表 ※１

②収支報告書の閲覧及び写しの交付

その他公正な流れを

担保するための

措置

①寄附のあっせんに係る威迫的行為の禁止

②意思に反するチェック・オフの禁止

③寄附等への公務員の関与制限 等

①補助金等を受けている会社等

②赤字会社 による

③外国人・外国法人等 ※２ 寄附禁止

④他人名義・匿名 ※３

⑤外国人・外国法人等による政治資金パーティーの

対価の支払いの禁止

①総枠制限

②個別制限

③政治資金パーティーの対価の支払に関する制限

①会社等のする寄附の制限

②政治家の政治活動に関する寄附の制限

政治資金の規正の方法

投機的取引の禁止
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第３ 規正の対象 

 
 

政治資金規正法の規正の対象は、政治団体及び公職の候補者です。 
 

１ 政治団体 

（１） 政治団体とは 
政治資金規正法においては、下記の活動を本来の目的とする団体及び下記の活

動を主たる活動として組織的かつ継続的に行う団体を政治団体としています。 

① 政治上の主義若しくは施策を推進し、支持し、又はこれに反対すること 

② 特定の公職の候補者を推薦し、支持し、又はこれに反対すること 

また、下記に該当する団体については、政治資金規正法上、政治団体とみなさ

れます。 

① 政治上の主義又は施策を研究する目的を有する団体で、国会議員が主宰する

もの又はその主要な構成員が国会議員であるもの（いわゆる政策研究団体） 

② 政治資金団体 

③ 特定パーティー開催団体（政治団体以外の者が特定パーティー（政治資金パ

ーティーのうち収入の金額が 1,000 万円以上のもの）になると見込まれる政治

資金パーティーを開催する場合には、当該政治団体以外の者を政治団体とみな

して政治資金規正法の規定の一部が適用される。） 
 
（２） 政治団体の種類 

○政治団体には、下記の種類があります。 
【政党】 
次のいずれかに当てはまる政治団体 
① 所属国会議員が５人以上 

② 前回の衆議院議員総選挙（小選挙区・比例代表）、前回又は前々回の参議

院議員通常選挙（選挙区・比例代表）のいずれかの全国を通じた得票率が２

％以上 

【政治資金団体】 
政党のために資金を援助することを目的とし、政党が指定した団体 

【その他の政治団体】 
政党・政治資金団体以外の政治団体（主義主張団体、推薦団体、後援団体など） 
なお、公職の候補者が、その者が代表者である政治団体のうちから、一の政治

団体をその者のために政治資金の拠出を受けるべき政治団体として指定したも

のを《資金管理団体》といいます。 
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○また、国会議員が関係する政治団体のうち、下記のものを〔国会議員関係政治

団体〕といい、収支報告に関する特例等が設けられています。 

〔国会議員関係政治団体〕 

次のいずれかに当てはまる政治団体 
① 国会議員・候補者が代表者である政治団体…１号団体 

なお、政党の支部であって、国会議員に係る選挙区の区域又は選挙の行わ

れる区域を単位として設けられるもののうち、国会議員・候補者が代表者で

あるものは１号団体とみなされます。…（みなし１号団体） 
② 租税特別措置法に規定する寄附金控除制度の適用を受ける政治団体のう

ち特定の国会議員・候補者を推薦し、又は支持することを本来の目的とする

政治団体…２号団体 

③ 政治上の主義又は施策を研究する目的を有する団体で、国会議員が主宰す

るもの又はその主要な構成員が国会議員であるもの（いわゆる政策研究団

体）※ 令和８年１月１日から国会議員関係政治団体に追加され、令和７年

10 月１日から届出が始まります。 
④ 国会議員関係政治団体以外の政治団体（政党及び政治資金団体を除く。）

のうち、各年中において次のいずれかに該当する寄附の金額が 1,000 万円以

上となった政治団体（1,000 万円以上となった年及びその翌年において国会

議員関係政治団体であるものとみなされます。） 
・同一の国会議員関係政治団体（上記③を除く。）から受けた寄附の金額（国

会議員関係政治団体に係る公職の候補者が同一の者である２以上の国会議

員関係政治団体から受けた寄附にあっては、その金額の合計） 
・同一の上記③に該当する国会議員関係政治団体から受けた寄附の金額 
※ 令和８年１月１日から国会議員関係政治団体に追加されます。 
 

（３） 政治団体の所管（設立等の届出先） 
政治団体の主たる活動区域等 届 出 先 

都道府県の区域において 
主としてその活動を行う政治団体 

主たる事務所の所在地の 
      都道府県の選挙管理委員会 

二以上の都道府県の区域にわたり 
主としてその活動を行う政治団体 

主たる事務所の所在地の都道府県の選挙管理

委員会を窓口として総務大臣 
主たる事務所の所在地の都道府県の 
区域外の地域において 

主としてその活動を行う政治団体 
政党の本部及び政治資金団体 
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２ 公職の候補者 

公職の候補者とは、公職にある者、公職選挙法の規定により届け出られた公職の

候補者及び当該候補者となろうとする者をいいます。 

なお、公職の候補者は、その者が代表者である政治団体のうちから、一の政治団

体をその者のために政治資金の拠出を受けるべき政治団体として指定することが

できます（指定された政治団体を「資金管理団体」といいます。）。 

 

３ 資金管理団体及び国会議員関係政治団体の特例 

（１） 資金管理団体の収支報告に関する特例 
① 人件費以外の経常経費の明細 

資金管理団体については、収支報告書に明細を記載すべき支出の範囲が拡大

されており、資金管理団体である間に行った支出にあっては、人件費以外の経

費のうち一件当たり５万円以上のものについて、収支報告書に記載するととも

に、領収書等の写しを併せて提出しなければなりません。 

② 保有不動産等の保有状況 

資金管理団体が平成 19 年８月６日前から所有している不動産（これと密接

に関連する不動産を含む。）については、用途その他の個々の利用の現況を収

支報告書に記載しなければなりません。 

 

（２） 国会議員関係政治団体の特例 

① 預貯金による政治資金の保管 

※ 令和８年１月１日から適用されます。 

国会議員関係政治団体は、その有する金銭については、国債証券等又は金銭

信託による運用に係るものを除き、銀行その他の金融機関への預貯金の方法に

より保管するものとされています。 

② 収支報告に関する特例 

国会議員関係政治団体については、収支報告書に明細を記載すべき支出の範

囲が拡大されており、国会議員関係政治団体である間に行った支出にあって

は、人件費以外の経費のうち一件当たり１万円を超えるものについて、収支報

告書に記載するとともに、領収書等の写しを併せて提出しなければなりませ

ん。 

ただし、領収書等の徴収義務は、すべての支出にかかります。 

また、収支報告書の提出期限は、翌年５月末日（１月から５月までの間に総

選挙等があった場合は、６月末日）までとされています。 

なお、収支報告書・政治資金監査報告書・確認書については、令和９年１月

１日以降に提出するものから、オンラインによる提出が義務付けられます。 
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③ 翌年への繰越しの金額の確認等 

※ 令和８年分収支報告書及び令和９年解散分収支報告書から適用 

国会議員関係政治団体の会計責任者は、政治資金監査を受けるまでの間に、

収支報告書に記載すべき翌年への繰越しの金額が、収支報告書に記載すべき年

の12月 31日又は解散等の日における預貯金口座の残高を確認することができ

る書類（残高確認書）に記載された残高の額と一致しているかどうかを確認し

なければなりません。 

国会議員関係政治団体の会計責任者は、翌年への繰越しの金額が預貯金口座

の残高の額と一致しないことが判明したときは、政治資金監査を受けるまでの

間に、その旨及びその理由を記載した書面（差額説明書）を作成しなければな

りません。 

④ 代表者による確認書制度 

※ ア、イは令和８年１月１日から、ウ～オは令和８年分収支報告書から、そ

れぞれ適用されます。 

ア 収支報告書の記載に係る会計責任者の職務の監督 

国会議員関係政治団体の代表者は、収支報告書の記載に係る会計責任者の

職務が政治資金規正法の規定に従って行われるよう、当該国会議員関係政治

団体の会計責任者を監督しなければなりません。 

イ 会計帳簿等に関する随時又は定期の確認 

国会議員関係政治団体の代表者は、随時又は定期に、次の事項を確認しな

ければなりません。 

・ 会計帳簿、明細書、領収書等、領収書等を徴し難かった支出の明細書等、

振込明細書、残高確認書及び差額説明書が保存されていること。 

・ 会計帳簿には収入及び支出の状況が記載されており、かつ、会計責任者

が当該会計帳簿を備えていること。 

ウ 会計責任者による報告書提出時の代表者に対する説明 

国会議員関係政治団体の会計責任者は、収支報告書を提出するときは、あ

らかじめ、当該国会議員関係政治団体の代表者に対し、収支報告書が政治資

金規正法の規定に従って作成されていることについて、収支報告書及びこれ

に併せて提出すべき書面を示して説明しなければなりません。 

エ 代表者による確認書の交付 

国会議員関係政治団体の代表者は、イによる確認の結果及びウによる説明

の内容並びに政治資金監査報告書に基づき、当該国会議員関係政治団体の会

計責任者が政治資金規正法の規定に従って収支報告書を作成していること

を確認し、その旨を記載した確認書を会計責任者に交付しなければなりませ

ん。 

オ 確認書の収支報告書への添付 

国会議員関係政治団体の会計責任者は、収支報告書を提出するときは、エ
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により交付された確認書を収支報告書に添付しなければなりません。 

⑤ 登録政治資金監査人による政治資金監査 

国会議員関係政治団体については、収支報告書を提出するときは、翌年への

繰越しの状況（※）及び支出に関し、あらかじめ、収支報告書、会計帳簿、領

収書等などについて、政治資金適正化委員会が行う研修を修了した登録政治資

金監査人（政治資金適正化委員会の登録を受けた弁護士、公認会計士、税理士）

による政治資金監査を受けなければなりません。 

政治資金監査は、政治資金適正化委員会が定める政治資金監査に関する具体

的な指針に基づき行われます。 

国会議員関係政治団体の会計責任者は、収支報告書の提出に併せて、登録政

治資金監査人が作成した政治資金監査報告書を提出しなければなりません。 

※ 翌年への繰越しの状況については、令和８年分収支報告書及び令和９年解

散分収支報告書から政治資金監査の対象となります。 

⑥ 少額領収書等の写しの開示制度 
国会議員関係政治団体については、何人でも収支報告書の公表日から３年

間、人件費以外の経費で１件１万円以下の支出に係る領収書等（少額領収書等）

の写しについて、総務大臣又は都道府県選管に開示請求をすることができま

す。 

開示請求があった場合、総務大臣又は都道府県選管は政治団体の会計責任 

者に対し少額領収書等の提出を命令し、会計責任者は提出を求められた日か

ら原則 20日以内に、少額領収書等の写しを提出しなければなりません。 

【少額領収書等の写しの開示請求から開示決定までの基本的な流れ】 

  

⑦ 収支報告書の不記載・虚偽記入に係る収入等の国庫納付に関する公職選挙法

の特例 

※令和８年分収支報告書から適用されます。 

国会議員関係政治団体の収支報告書に記載すべき収入の金額の全部若しく

は一部の記載がなかった場合又は収支報告書に記載すべきでない支出の金額

の記載があった場合において、当該収支報告書が公表されている間に、当該国

会議員関係政治団体がそれらに相当する金額の範囲内の金銭を国庫に納付す
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るときは、その納付による国庫への寄附については、公職選挙法第 199 条の２

から第 199 条の５まで（公職の候補者等の寄附の禁止等）の規定は、適用しな

いこととされています。  
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第４ 政治団体には各種の届出事項があります 

 
 

設 立 届 政治団体を結成した場合、政治団体はその組織の日又は政治団体となった

日から７日以内に設立届を行う必要があります。 

 

異 動 届 設立届の届出事項に異動があった場合、異動の日から７日以内に届け出な

ければなりません。 

 

解 散 届 解散の日から 30 日以内（国会議員関係政治団体については 60 日以内）に

届け出なければなりません。 
 
届出の方法 県選挙管理委員会に直接持参してください。 

なお、新潟県選挙管理委員会のホームページに各種届出に必要な様式を掲

載していますので、ご利用ください。 

※ オンライン提出も可能です。詳しくは「政治資金関係申請・届出オンライ

ンシステム（https://kyoudou.soumu.go.jp/）」をご覧ください。 
 
届出前の寄附又は支出の禁止 

政治団体は、政治団体の設立届をした後でなければ、政治活動（選挙運動

を含む。）のために、いかなる名義をもってするを問わず、寄附を受けた

り、支出をすることができません。 
 
政治団体の名称等は公表されます 

寄附の規制の対象となる政治団体としてどのような団体が届け出られて

いるかを広く国民に知ってもらう等の必要があることから、届け出られた

政治団体の名称等は県報により告示されます。 
 
政党等の名称保護 

政治団体が設立又は異動の届出をする場合には、その名称は、告示された

他の政党又は政治資金団体の名称及びこれらに類似する名称以外の名称

でなければなりません。 
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届出の種類一覧表 
届出の種類 届出等の期限 添付書類等 

政 治 団 体 設 立 届 

組織の日又は政治団体と 

なった日から７日以内 
○綱領、党則、規約その他これら  

に相当するもの 
○政党の支部にあっては、政党の 
  状況等に関する届、支部証明書 
○被推薦書 課税上の優遇措置の      

適用を受ける団体の      

み必要。P.41 参照 
○国会議員関係政治団体に該当す 
  る旨の通知 
  国会議員関係政治団体の２号団 
  体に該当する場合に必要。被推 
  薦書の提出は不要。 

届出事項の異動届 異動の日から７日以内   

政 治 団 体 解 散 届 

解散又は目的変更等によ

り政治団体でなくなった

日から 30日以内 

国会議員関係政治団体

については 60 日以内 

○解散等の日現在における収支報 
  告書、領収書等の写し及び（国 

会議員関係政治団体に該当する 

場合は）政治資金監査報告書 

  
  

資金管理団体指定届 指定の日から７日以内  

 

  〇宣誓書 

   公職の候補者が届け出ます。 

資金管理団体届出 
事 項 の 異 動 届 異動の日から７日以内 

資 金 管 理 団 体 
指 定 取 消 届 

取消の日から７日以内 

資 金 管 理 団 体 で 
なくなった旨の届 

事実が生じた日から７日以内  

収 支 報 告 書 

毎年12月 31日現在の収支

報告書を国会議員関係政

治団体は５月末日まで、そ

れ以外の政治団体は３月

末日まで 
ただし、この間に衆議院議員

総選挙又は参議院議員通常選

挙があった場合は、国会議員

関係政治団体は６月末日ま

で、それ以外の政治団体は４

月末日まで 

○領収書等の写し 
○政治資金監査報告書※１ 

○確認書※１※２ 
※１ 国会議員関係政治団体に該

当する場合は必要。 
※２ 令和８年分収支報告書から

適用 
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第５ 政治団体の会計処理について 

 
 

会計責任者は、会計帳簿（Ｐ14 参照）を備え、これにすべての収入及び支出を記載し

なければなりません。 
また、政治団体の代表者若しくは会計責任者と意思を通じて当該政治団体のために寄

附を受け、又は支出をした者は、７日以内に明細書を会計責任者に提出しなければなり

ません。 
この寄附及び支出も当該政治団体の収入・支出に含みます。 
例えば、政治団体として届出のない当該団体の内部組織としての「青年部」「女性部」

等が、当該政治団体のために収入・支出した場合もこれに当たります。 
 
会計帳簿 

会計帳簿の様式やそれぞれの記載については、政治資金規正法施行規則第６条で定

めています（Ｐ14参照）ので、この様式に準じて各政治団体の会計責任者が作成して

ください。 

 
会計帳簿、明細書、領収書等の保存 

収支報告書の公表の日から３年間保存しなければなりません。 
 
領収書等の徴収 

１件５万円以上のすべての支出（国会議員関係政治団体の場合は、１円以上のすべ

ての支出）について、当該支出の目的、金額及び年月日を記載した領収書その他の支

出を証すべき書面を必ず徴さなければなりません。  
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政治団体が支出できないもの 
① 公職の候補者の選挙運動費用 

公職の候補者の選挙運動に関しては、出納責任者（公職の候補者が、その選挙運

動に関する収入及び支出の責任者として選任した者）が公職選挙法に基づき「選挙

運動費用収支報告書」に記載するものです。 

これに対し、政治団体の会計責任者が政治資金規正法に基づき、その年の収入・

支出について記載するのが「政治団体の収支報告書」で、計上するのは候補者への

「陣中見舞」「公認料」「推薦料」等の名目での寄附が対象となります。 

 
② 供託金 

公職の候補者が拠出する立候補時の供託金は、政治団体の政治活動費に該当しな

いので計上できません。 

 

(注）政治団体の経費の支出は、当該政治団体の役職員又は構成員に対する渡切りの

方法によっては、することができません(令和８年１月１日から適用されます｡)｡ 
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会計帳簿の様式 

 
１ 収 入 簿 

項          目 摘    要 金   額 年 月 日 備  考 
 １ 個人の負担する党費又は会費  
                   
               
     
 ２の１ 寄附（政党匿名寄附を除く。）  
（１）個人からの寄附 
              

 
     
（２）法人その他の団体からの寄附 
               
        
              
（３）政治団体からの寄附 
               
               
             （寄附の

うち寄附のあっせんによるもの） 
（１）個人によるもの 
               
              
 
（２）法人その他の団体によるもの 
               
        
              
（３）政治団体によるもの 
 
 
 
 
 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 
合 計 
  
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 

（合 計） 
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項          目 摘    要 金   額 年 月 日 備  考 

 ２の２ 政党匿名寄附 
 
                           
 
                         
 ３ 機関紙誌の発行その他の事業による収入  
（１）機関紙誌の発行事業  
                           
 
 
                     
（２）政治資金パーティー開催事業 
                           
 
                           
 
（政治資金パーティーの対価に係る収入の内訳）  
   
 ア 個人からの対価の支払 
                           
 
                           
 
  イ 法人その他の団体からの対価の支払 
              
  
              
  ウ 政治団体からの対価の支払 
              
  
              
 （政治資金パーティーの対価に係る収入のう  
 ち対価の支払のあっせんによるものの内訳）  
  ア 個人によるもの 
              
  
              
  イ 法人その他の団体によるもの 
              
  
              
  
 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
 小 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
 小 計 

 
⑴ 何々 

 
① 何々 
② 何々 

… 
 

① 何々 
② 何々 

… 
 

① 何々 
② 何々 

… 
計 
 
 
 

① 何々 
② 何々 

… 
 

① 何々 
② 何々 

… 
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項          目 摘    要 金   額 年 月 日 備  考 
   ウ 政治団体によるもの 
 
 
 
 
 
 
 
 （３）その他の事業 
 
 
 
 
 
 ４ 借入金 
 
 
 
 
 ５  本部又は支部から供与された交付金      

に係る収入 
 
 
 
 ６ その他の収入 
 
 
 
 
 

        
① 何々 
② 何々 

… 
（内訳の計) 
⑵ 何々 

… 
（内訳の計) 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

          収 入 の 総 額    
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２ 支 出 簿 
               支  出  の  目  的      

 金 額 
 

 
 年月日 
 

支出を受け 

た者の氏名 

   
備    考 

 項          目 概 要 
１ 経常経費 
（１）人件費 
 
             
             
             
（２）光熱水費 
 
             
             
             
（３）備品・消耗品費 
 
             
             
             
（４）事務所費 
 
             
             
             
             
２ 政治活動費 
（１）組織活動費 
 
             
             
             
（２）選挙関係費 
 
             
             
             
（３）機関紙誌の発行その他の事業費 
   ア 機関紙誌の発行事業費 
 
             
             
            

 
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 
総 計 

 
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 
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支  出  の  目  的  

金 額 
 

 
年月日 

 
支出を受け 

た者の氏名 備    考 
項          目 概 要 

 イ 宣伝事業費 
 
             
             
             
 ウ 政治資金パーティー開催事業費 
 
             
             
             
 エ その他の事業費  
 
             
             
             
             
（４）調査研究費 
 
             
             
             
（５）寄附・交付金  
 
             
             
 
（６）その他の経費  
 
             
             
             
             

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
小 計 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
合 計 
総 計 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  支 出 の 総 額      
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３ 運 用 簿 
 

運 用 の 目 的 
 

預入れ等に 
係る事項 

 
払戻し等に係る事項 

 
 
 

備  考 
 

 
項   目 

 

 
摘  要 

 

 
金額 

 

 
年月日 

 

金額 

(ａ) 

預入れ等に 
係る金銭等 
の金額(ｂ) 

収入金額 

(ａ)－(ｂ) 

 
年月日 

 
１ 預金又は貯金 
 
 
 
２ 国債証券等 
 
 
 
３ 金銭信託 
 
 
 
 

 
１ 何々 
２ 何々 

… 
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
 

１ 何々 
２ 何々 

… 
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会計帳簿の記載要領 

 
 

１ 収入簿 （１） 収入簿には、この様式に定める区分に従い、すべての収入を記載すること。なお、 

適宜、分冊して作成し、又は、補助簿、日計表の類を使用しても差し支えないこと。 
      （２） 収入とは、金銭、物品、不動産その他の財産上の利益の収受で、法第８条の３各号          

に掲げる方法による運用のために供与し、又は交付した金銭及び有価証券の当該運用          

に係る当該金銭等に相当する金銭等の収受以外のものをいう。なお、金銭以外の財産          

上の利益にあつては、これを時価に見積もった金額を記載するものとし、その根拠を          

「備考」欄に記載すること。 
      （３） すべての収入は、個人が負担する党費又は会費、寄附（法人その他の団体が負担す          

る党費又は会費を含む。以下同じ。）、機関紙誌の発行その他の事業による収入、借入          

金、本部又は支部から供与された交付金に係る収入及びその他の収入に分類して記載          

すること。 
      （４） 個人が負担する党費又は会費については、その件数、金額及び納入年月日を記載す          

るものとし、その件数は、「摘要」欄に「甲他何名分」というように記載すること。 
      （５） 寄附（政党匿名寄附（寄附のうち、法第 22 条の６第２項に規定する政党又は政治資          

金団体が街頭又は一般に公開される演説会若しくは集会の会場において受ける匿名の          

寄附で１件当たりの金額が千円以下のものをいう。以下同じ。）を除く。以下（７）を          

除き、１において同じ。）については、その寄附をした者の氏名、住所及び職業（団体          

にあつては、その名称、主たる事務所の所在地及び代表者の氏名。以下（６）におい          

て同じ。）、当該寄附の金額及び年月日並びに寄附者が上場・外資 50％超会社（法第 

22 条の５第１項本文に規定する者であつて同項ただし書に規定する日本法人をいう。 

イにおいて同じ。）であるときはその旨を記載すること。なお、記載に当たつては、当 

該寄附を「個人からの寄附」、「法人その他の団体からの寄附」又は「政治団体からの 

附」に区分し、寄附者別に次の例により記載すること。 

          また、本部又は支部から供与された交付金に係る収入は、寄附には該当しないため、         

「政治団体からの寄附」に含めないこと。 
         ア 個人からの寄附にあつては、寄附者の氏名を「摘要」欄に「甲野太郎」というよ          

うに記載し、寄附者の住所及び職業を「備考」欄に「○○市○○区○○町○丁目○          

番○号○○会館○号室（甲会社所長）」というように記載すること。なお、特定寄附 

（法第 19 条の４に規定する寄附をいう。）については、個人からの寄附の項目に記 

載するものとし、例えば、甲野太郎が資金管理団体の届出をした者である場合には、 

「摘要」欄に「○特甲野太郎」というように記載すること。また、遺贈によつてする寄 

については、「備考」欄に「遺贈」と記載すること。 
         イ 法人その他の団体からの寄附については、寄附者の名称を「摘要」欄に「甲株式          

会社（乙支店）」、「丙労働組合」というように記載し、寄附者の主たる事務所の所 

在地及び代表者の氏名を「備考」欄に「○○市○○区○○町○丁目○番○号（甲野太 

郎）」というように記載すること。なお、上場・外資 50％超会社からの寄附につい 

ては、「備考」欄に「上場・外資 50％超」というように記載すること。 
         ウ 政治団体からの寄附については、寄附者の名称を「摘要」欄に「甲政治団体」と          

いうように記載し、寄附者の主たる事務所の所在地及び代表者の氏名を「備考」欄 

に「○○市○○区○○町○丁目○番○号（甲野太郎）」というように記載すること。 
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      （６） 寄附のうち、寄附のあっせんされたものについては、寄附のあっせんをした者の氏          

名、住所及び職業並びに当該寄附のあっせんに係る寄附の金額、これを集めた期間及 

びこれが当該政治団体に提供された年月日を記載するものとし、記載の要領は、寄附 

のあっせん者の氏名を「摘要」欄に記載し、住所及び職業並びに寄附を集めた期間を 

「備考」欄に記載すること。 
      （７） 政党匿名寄附については、同一の日に同一の場所で受けた寄附ごとに、その金額の 

合計額並びに当該年月日及び場所を記載するものとし、当該場所を「備考」欄に「○○ 

市○○区○○町○丁目○○駅前街頭」、「○○市○○区○○町○丁目○番○号○○会 

館○○の間」というように記載すること。 
      （８） 機関紙誌の発行その他の事業による収入にあつては、その事業の種類並びに当該種 

類ごとの金額及び収入年月日を記載するものとし、記載の要領は、機関紙誌の発行事 

業及び政治資金パーティー開催事業にあつては、事業の種類を「摘要」欄に「甲機関 

紙」、「乙機関雑誌」、「甲政治資金パーティー開催事業」、「乙政治資金パーティー 

開催事業」というように細分した上で記載し、その他の事業にあつては、「その他の催 

物事業」というように記載すること。また、政治資金パーティー開催事業について、他 

の政治団体と共同で開催した場合にあっては、その旨及び当該他の政治団体の名称を 

「備考」欄に記載すること。なお、政治資金パーティー開催事業の対価に係る収入の 

内訳を次により記載すること。 
ア 政治資金パーティーの対価に係る収入については、政治資金パーティーごとに、  

その名称、開催年月日、開催場所及び対価に係る収入の金額並びに対価の支払をし 

た者の氏名、住所及び職業（対価の支払をした者が団体である場合には、その名称、 

主たる事務所の所在地及び代表者の氏名。イにおいて同じ。）並びに当該対価の支 

払に係る収入の金額及び年月日を記載すること。なお、当該対価の支払を「個人か 

らの対価の支払」、「法人その他の団体からの対価の支払」又は「政治団体からの対 

価の支払」に区分し、対価の支払者別に次の例により記載すること。 
         （ア） 個人からの対価の支払にあつては、対価の支払をした者の氏名を「摘要」欄   

に「甲野太郎」というように記載し、対価の支払をした者の住所及び職業を「備 

考」欄に「○○市○○区○○町○丁目○番○号○○会館○号室（甲会社社長）」 

というように記載すること。 
         （イ） 法人その他の団体からの対価の支払については、対価の支払をした者の名称 

を「摘要」欄に「甲株式会社（乙支店）」、「丙労働組合」というように記載し、 

対価の支払をした者の主たる事務所の所在地及び代表者の氏名を「備考」欄に 

「○○市○○区○○町○丁目○番○号（甲野太郎）」というように記載するこ 

と。 
         （ウ）   政治団体からの対価の支払については、対価の支払をした者の名称を「摘要」 

欄に「甲党（新潟県支部）」というように記載し、対価の支払をした者の主たる 

事務所の所在地及び代表者の氏名を「備考」欄に「○○市○○区○○町○丁目 

○番○号（甲野太郎）」というように記載すること。 
         イ 政治資金パーティの対価に係る収入のうち、対価の支払のあっせんをされたもの          

については、政治資金パーティーごとに、対価の支払のあっせんをした者の氏名、 

住所及び職業並びに当該対価の支払のあっせんに係る収入の金額、これを集めた期 

間及びこれが当該政治団体に提供された年月日を記載するものとし、記載の要領は、 

対価の支払のあっせん者の氏名を「摘要」欄に記載し、住所及び職業並びに対価支 

払を集めた期間を「備考」欄に記載すること。 
      （９） 借入金については、その借入先、当該借入先ごとの金額及び借入年月日を記載する          
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ものとし、借入先を「摘要」欄に「甲銀行（乙支店）」というように記載すること。 
      （10） 当該政治団体の本部又は支部から供与された交付金に係る収入については、その本          

部又は支部の名称並びに当該交付金の金額及び供与を受けた年月日を記載するものと          

し、その本部又は支部の名称を「摘要」欄に「甲党乙支部」というように記載し、その 

本部又は支部の主たる事務所の所在地及び代表者の氏名を「備考」欄に「○○市○○ 

区○○町１丁目１番１号（甲野太郎）」というように記載すること。 
      （11） その他の収入については、その基因となった事実並びにその金額及び年月日を記載          

するものとし、その収入の基因となった事実を「摘要」欄に「甲銀行預金利子」、「乙 

発行債券譲渡益」、「金銭信託（丙信託銀行）運用益」というように記載すること。 
      （12） 収入簿は、毎年 12 月 31 日（解散等の場合には、その日）現在で締め切り、会計責 

任者において署名押印すること。 
      （13） 上記に掲げる事項以外の事項で会計責任者において必要と認めるものは、適宜、記          

載することができるものであること。 
 
２ 支出簿 （１） 支出簿には、この様式に定める区分に従い、すべての支出（当該政治団体のために         

その代表者又は会計責任者と意思を通じてされた支出を含む。）を記載すること。な

お、適宜、分冊して作成し、又は、補助簿、日計表の類を使用しても差し支えないこ

と。 
      （２） 支出とは、金銭、物品、不動産その他の財産上の利益の供与又は交付で、法第８条          

の３各号に掲げる方法による運用のためにする金銭及び有価証券の供与又は交付以外          

のものをいう。なお、金銭以外の財産上の利益にあつては、これを時価に見積もった 

金額を記載するものとし、その根拠を「備考」欄に記載すること。 
      （３） すべての支出は、経常経費及び政治活動費に分類し、さらに経常経費にあつては、          

人件費、光熱水費、備品・消耗品費及び事務所費に分類し、政治活動費にあつては、組 

織活動費、選挙関係費、機関紙誌の発行その他の事業費、調査研究費、寄附・交付金及 

びその他の経費に分類して記載すること。 
      （４） すべての支出は、支出を受けた者の氏名（団体にあつては、その名称）を「支出を          

受けた者の氏名」欄に「甲野太郎」（団体にあつては、「乙製本株式会社（丙支店）」） 

（当該政治団体の本部又は支部に対して交付金を供与した場合には、「○交甲党乙支部」） 

というように記載し、支出を受けた者の住所（団体にあつては、その主たる事務所の 

所在地）を「備考」欄に「○○市○○区○○町○丁目○番○号」というように記載すこ 

と。 
      （５） 経常経費に係る支出は、次の分類基準により、当該項目ごとに、支出を受けた者の          

氏名及び住所（団体にあつては、その名称及び主たる事務所の所在地）並びにその支 

出の目的、金額及び年月日を記載すること。 
         ア 人件費 
           政治団体の職員（機関紙誌の発行その他の事業に従事する者を除く。）に支払わ 

れる給料、報酬、扶養手当・通勤手当・住居手当その他の諸手当の類及び健康保険 

料・労働保険料その他の各種保険料の類をいう。 
         イ 光熱水費 
           電気、ガス、水道の使用料及びこれらの計器使用料等をいう。 
         ウ 備品・消耗品費 
           机、椅子、ロッカー、複写機、自動車（事務所用に限る。）等の備品の類及び事務           

用用紙、封筒、鉛筆、インク、事務服、新聞、雑誌、ガソリン等の消耗品の類の購 

入費をいう。 
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         エ 事務所費 
           事務所の借料損料（地代、家賃）、公租公課、火災保険金等の各種保険金、電話使           

用料、切手購入費、修繕料、登録政治資金監査人に対する監査報酬その他これら 

に類する経費で事務所の維持に通常必要とされるものをいう。 
      （６） 政治活動費に係る支出は、次の分類基準により、当該項目ごとに、支出を受けた者          

の氏名及び住所（団体にあつては、その名称及び主たる事務所の所在地）並びにその 

支出の目的、金額及び年月日を記載すること。 
         ア 組織活動費 
           当該政治団体の組織活動に要する経費（選挙に関するものを除く。）で、例えば、           

大会費、行事費、組織対策費、渉外費、交際費の類をいう。 
         イ 選挙関係費 
           選挙に関して支出される経費で、例えば、公認推薦料、陣中見舞その他選挙に関           

して行われる政治活動に要する経費の類をいう。 
         ウ 機関紙誌の発行その他の事業費 
         （ア） 機関紙誌の発行事業費 

 機関紙誌の発行に従事する者に支払われる給与、材料費、印刷費、荷造発送  

費、原稿料その他機関紙誌の発行に要する経費をいう。 
         （イ） 宣伝事業費 
             機関紙誌の発行以外の政策の普及宣伝に要する経費（選挙に関するものを除             

く。）で、例えば、遊説費、新聞・ラジオ・テレビの広告料、ポスター・ビラ  

・パンフレットの作成費、宣伝用自動車の購入・維持費の類をいう。 
         （ウ） 政治資金パーティー開催事業費 
             政治資金パーティーの開催に要する経費で、例えば、会場借上費、記念品代、             

講演諸経費の類をいう。 
         （エ） その他の事業費 
             上記の（ア）、（イ）及び（ウ）以外の諸事業に要する経費をいう。 
         エ 調査研究費 
           政治活動のために行う調査研究に要する経費で、例えば、研修会費、資料費、書           

籍購入費、翻訳代の類をいう。 
         オ 寄附・交付金 
           政治活動に関する寄附、賛助金、当該政治団体の本部又は支部に対して供与した           

交付金、負担金の類をいう。 
         カ その他の経費 
           その他上記以外の政治活動に要する経費をいう。 
      （７） 支出簿は、毎年 12 月 31 日（解散等の場合には、その日）現在で締め切り、会計責 

任者において署名押印すること。 
      （８） 上記に掲げる事項以外の事項で会計責任者において必要と認めるものは、適宜、記          

載することができるものであること。 
 
３ 運用簿 （１） 運用簿には、この様式に定める区分に従い、法第８条の３各号に掲げる方法による          

運用に関する事項を記載すること。なお、適宜、分冊して作成し、又は、補助簿、日計 

表の類を使用しても差し支えないこと。 
      （２） 運用とは、金銭等を法第８条の３各号に掲げる方法により他の財産の形態に変える          

ことをいう。 
      （３） 預入れ等に係る事項とは、預金（普通預金及び当座預金を除く。以下同じ。）又は貯          
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金（普通貯金を除く。以下同じ。）の銀行その他の金融機関への預入れに係る事項、国     

債証券等（国債証券、地方債証券、政府保証債券（その元本の償還及び利息の支払につ 

いて政府が保証する債券をいう。）又は銀行、農林中央金庫、商工組合中央金庫若しく 

は全国を地区とする信用金庫連合会の発行する債券をいう。以下同じ。）の取得に係 

る事項及び金融機関の信託業務の兼営等に関する法律第１条第１項の認可を受けた金 

融機関への金銭信託（元本補てんの契約のあるものに限る。以下同じ。）に係る事項を 

いう。 

      （４） 払戻し等に係る事項とは、預け入れた預金又は貯金の払戻しに係る事項、取得した          

国債証券等の譲渡又は償還に係る事項及び信託した金銭信託の信託終了に係る事項を          

いう。 
      （５） 収入金額とは、払戻し等に係る金銭等の金額から預入れ等に係る金銭等の金額を差          

し引いた金額をいう。 
      （６） 預金又は貯金については、これを預け入れたときは当該預金又は貯金の種類、預け          

入れた金融機関の名称及び所在地並びに預入れの金額及び年月日を記載するものと  

し、記載の要領は、当該預金又は貯金の種類を「摘要」欄に「定期預金（１年）」と 

いうように記載し、金融機関の名称及び所在地を「備考」欄に「甲銀行（乙支店）、 

○○市○○区○○町○丁目○番○号」というように記載すること。また、これの払戻 

しを受けたときは当該預金又は貯金の種類、払戻しを受けた金融機関の名称及び所在 

地並びに払戻しの金額、預入れの金額、収入金額及び年月日を記載するものとし、記 

載の要領は、当該預金又は貯金の種類を「摘要」欄に「定期預金（１年）」というよ 

うに記載し、金融機関の名称及び所在地を「備考」欄に「甲銀行（乙支店）、○○市 

○○区○○町○丁目○番○号」というように記載すること。 

      （７） 国債証券等については、これを取得したときは当該国債証券等の種類及び銘柄、取          

得先の氏名又は名称及び住所又は所在地並びに取得の価額及び年月日を記載するもの          

とし、記載の要領は、当該国債証券等の種類及び銘柄を「摘要」欄に「長期国債（10 

年）」というように記載し、取得先の氏名又は名称及び住所又は所在地を「備考」欄に 

「甲野太郎、○○市○○区○○町○丁目○番○号」、「甲銀行（乙支店）、○○市○○ 

区○○町○丁目○番○号」というように記載すること。また、これを譲渡し、又は償還 

を受けたときは当該国債証券等の種類及び銘柄、譲渡先の氏名又は名称及び住所又は 

所在地並びに譲渡の価額、取得の価額、収入金額及び年月日又は償還を受けた価額、 

取得の価額、収入金額及び年月日を記載するものとし、記載の要領は、当該国債証券 

等の種類及び銘柄を「摘要」欄に「長期国債（10 年）」というように記載し、譲渡先 

の氏名又は名称及び住所又は所在地を「備考」欄に「甲野太郎、○○市○○区○○町○ 

丁目○番○号」、「甲銀行（乙支店）、○○市○○区○○町○丁目○番○号」というよ 

うに記載すること。 
      （８） 金銭信託については、これを信託したときは当該金銭信託の受託者の名称及び所在          

地、信託した金銭の額並びに信託の設定年月日、期間及び種類を記載するものとし、 

記載の要領は、当該金銭信託の種類及び期間を「摘要」欄に「ビッグ（２年）」という 

ように記載し、受託者の名称及び所在地を「備考」欄に「甲信託銀行（乙支店）、○○ 

市○○区○○町○丁目○番○号」というように記載すること。また、これが終了した 

ときは当該金銭信託の受託者の名称及び所在地、委託者に帰属した金銭の額、信託し 

た金銭の額及び収入金額並びに信託の終了年月日、期間及び種類を記載するものとし、 

記載の要領は、当該金銭信託の種類及び期間を「摘要」欄に「ビッグ（２年）」という 

ように記載し、受託者の名称及び所在地を「備考」欄に「甲信託銀行（乙支店）、○○ 

市○○区○○町○丁目○番○号」というように記載すること。 
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      （９） 運用簿は、毎年 12 月 31 日（解散等の場合は、その日）現在で締め切り、会計責任 

者において署名押印すること。 
      （10） 上記に掲げる事項以外の事項で会計責任者において必要と認めるものは、適宜、記 

載することができるものであること。 
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第６ 会計責任者は収支報告書を 

   提出しなければなりません 
 
 

定例の収支報告書と解散に伴う収支報告書の２種類があります。 
 
 提 出 期 限  ①  定例の収支報告書 
           毎年 12月 31 日現在で収支を締め切り、原則として翌年の３月 

31 日まで（国会議員関係政治団体に該当する場合は５月 31 日 

まで）に提出しなければなりません。 

         ② 解散に伴う収支報告書 
           解散した日までの分を解散した日から 30 日以内（国会議員関 

係政治団体に該当する場合は 60 日以内）に提出しなければな 

りません。 
           ※ この収支報告書は解散届に添付します。 
 
 提 出 先       新潟県選挙管理委員会 
             〒950-8570 新潟市中央区新光町４－１  
           ※ オンライン提出も可能です。詳しくは「政治資金関係申請・ 
            届出オンラインシステム（https://kyoudou.soumu.go.jp/）」 
            をご覧ください。 
 
  収支報告書の様式及び記載例 
        「収支報告書の記載例」を参照してください。 
 
  無届団体とみなす措置 
          政治団体が毎年提出すべき収支報告書を２年間にわたって提出しな                

い場合は、当該政治団体は２年目の収支報告書の提出期限が経過した 

後は、政治団体の設立届をしていない団体とみなされて、政治活動の 

ために、寄附を受けたり、支出をすることが禁止されます。 
       〔例〕令和６年 10月１日に政治団体の設立を届出（国会議員関係政治 
          団体以外の場合） 
          令和７年４月１日現在 ６年分収支報告書未提出 
          令和８年３月 31 日現在 ６年分及び７年分収支報告書未提出 
          令和８年４月１日以降 政治資金規正法 17条②適用団体 
          ※ 令和８年４月１日以降、寄附を受け又は支出することが 
           禁止され、解散手続が必要になります。  
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第７ 政治団体の収支報告書は公表されます 

 
 

収支報告書の公表は、政治資金の収支を国民の前に“ガラス張り”の状態にし、これ

によって政治団体の活動が国民の不断の監視と批判の下に行われることを目的として

います。 
 
１ 公表 

政治団体の収支報告書は、原則として 11月 30 日までに、原本をスキャンし作成し

た PDF データを県選挙管理委員会ホームページで公表します。 

あわせて、オンラインで提出された政党本部・政治資金団体又は国会議員関係政治

団体の収支報告書の情報については、収支報告書が公表されている期間中(※１)はデ

ータベースを用いた公表も行われます(※２)。 

※１ 定期公表分の収支報告書についてはその年の 12 月 31 日までに、追加公表分・

解散分の収支報告書については当該収支報告書が公表された日以後遅滞なく、それ

ぞれ提供が開始され、それぞれの収支報告書の公表が終了するまでの間、データベ

ースを用いた公表が行われます。 

※２ 令和 10 年４月１日までに開始されます。（令和８年定期公表分以降及び令和

10 年解散分以降の収支報告書が、データベースの対象となります。） 

 
２ 閲覧 

閲覧期間は、上記公表の日から３年間とされています。 
 
３ 請求 

請求期間は、上記公表の日から３年間とされています。 

また、下記のとおり費用を負担していただきます。 

(1) 用紙に複写する場合 用紙 1枚につき、10 円 

(2) シー・ディー・アール 

に複写する場合 

シー・ディー・アール 1 枚につき、220 円に収支報

告書等 1枚ごとに 10 円を加えた額 

 

４ 個人情報の保護 

※ 令和９年１月１日以後に提出される収支報告書から適用されます。 

収支報告書に記載された個人寄附者等（寄附をした者又は政治資金パーティーの対

価の支払をした者（それぞれあっせんした者を含む。）であって、個人であるもの）

の住所に係る部分をインターネットを利用する方法により公表するときは、都道府

県、郡及び市区町村の名称に係る部分（外国の場合は、当該外国の国名）に限って公

表されます。 
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ただし、当分の間、収支報告書がオンラインにより提出された場合に限り適用し、

収支報告書がオンライン以外により提出された場合において、住所限定報告書※が併

せて提出されたときは、当該住所限定報告書を公表することとされています。 
※ 【住所限定報告書】 

個人寄附者等の住所に係る記載のうち、都道府県、郡及び市区町村の名称に係る

部分以外の部分の記載がない書面（字名・番地等以下の記載がない書面）で、当該

住所部分を除いた記載内容が収支報告書（オンラインではなく紙で提出されたも

の）の記載内容と同一であるものをいいます。 
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